














自然環境部会の活動概要(追加資料)

１ 平成２０年度以降の小委員会審議状況

開催時期 小委員会名 議 事

６月２３日 イヌワシ・

クマタカ小

委員会

北川第１ダム調査中間報告および以降の調査方針について

平成２０年

６月２７日

野生動植物

との共生に

関する企画

小委員会

ビオトープネットワーク長期構想(素案)について

資料５（追加分）



保護管理の目標

○ 分布状況

・滋賀県には、白山・奥美濃地域個体群と北近

畿東部地域個体群が分布。

○ 生息状況

・県内生息頭数は、173～324 頭程度と推定され

絶滅危惧地域個体群に該当。

○ 被害状況

・平成 16 年、18 年に大量出没。それぞれ 157

件、197 件の出没があり、人身被害もそれぞ

れ 3件（4名）発生。

・林業被害（クマハギ）も発生。

現 状

第6回自然環境保全基礎調査時
分布メッシュ（平成16年）

北近畿東部地
域個体群

白山・奥美濃地
域個体群

第6回自然環境保全基礎調査時
分布メッシュ（平成16年）

北近畿東部地
域個体群

白山・奥美濃地
域個体群

第6回自然環境保全基礎調査時
分布メッシュ（平成16年）

北近畿東部地
域個体群

白山・奥美濃地
域個体群

提供：野生動物保護管理事務所
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分布状況

月別出没状況 クマハギ被害状況

� 県内地域個体群の安定的維持

� 人身被害の回避および林業被害の軽減

問題行動を起こす個体を

特定して、その行動を抑

制または排除する

特定個体管理

年間捕獲数（狩猟、有害

捕獲等による捕殺数）の上

限を 20 頭に抑制する

総捕獲数管理

狩猟の自粛を要請

有害捕獲個体は原則と

して移動放獣

特定鳥獣保護管理計画（ツキノワグマ）の概要

計 画 期 間

平成 20 年 11 月 15 日～平成 24 年 3 月 31 日まで

計画の実施区域

県全域



被 害 防 除

１．人身被害および精神的被害

「出没対応マニュアル」に従い、周辺住民への注意喚起、捕獲等の危機管理

を推進。普段より誘引物を除去する等、棲み分けを図ることが重要。

２．林業被害

テープ巻き等を実施。

テープ巻き等を実施しても被害の軽減ができない場合は、捕獲許可基準に基づ

いた有害捕獲を実施。

モニタリング

３．餌付けの禁止

野生動植物共生条例に基づき餌付けを禁止。

非意図的な餌付けにならないよう、生ゴミ、放棄果実等の適正処理を徹底。

生息環境の保全・整備

１．人間とクマの生活域の境界管理

人間の生活域へのクマによる侵入を防ぐ心理的障壁とするため、隠れ場のな

い緩衝帯を設置。

２．森林の保全・整備

クマのエサの多い多様な自然植生の保全・整備の実施。

特に標高 400m 以上の落葉広葉樹林の保全を図る。

３．生息域の連続性の確保

遺伝的多様性を確保するため、生息域の連続性の維持、回復を図る。

近隣府県との連携

広い行動圏を持つクマの保護管理は、個体群が属している関係府県が協議して整合性の

あるものとすることが必要。

北近畿東部地域個体群が属する京都府、福井県および白山・奥美濃地域個体群が属する

福井県、岐阜県等と緊密な情報交換を行い、取組の方向性について協議を行う。

現在クマの生息状況について、十分な知見は得られていない。そのため、計画が期待通り

の成果をあげられない不確実性を伴う。

したがって、県および市町は、施策の実効性を高めるために、効果測定のためのモニタリ

ングを十分に行い、その結果を関係者と共有し、必要に応じて計画の修正を図っていく「順

応的管理」により計画を実施する。



伊吹山自然再生事業の概要

○ 伊吹山の自然再生ついては、利害関係者も含め、地域住民、企業、ＮＰＯ、研究者

などの関係者も多く、これらの方々との合意形成を図りながら、自然再生の新しい

あり方を探る。

○ これまで県では、ヨシ群落や早崎内湖の再生などに取り組んできたが、琵琶湖以外

の山岳部での自然再生事業としては初めての試み。

１．調査対象区域面積 約１，０００ｈａ

２．内重点保全・再生対象区域面積 １０２ｈａ

①特別保護地区のお花畑 ②５合目～８合目のお花畑

③山頂部および登山道の両脇

３．伊吹山の課題と自然再生の必要性

(1)利用状況

山頂部のお花畑に年間約 30 万人が訪れ、観光地化している。また、山麓から山

頂までの登山道やゴンドラを利用する登山客も年間３万人。

(2)課題と必要性

・山頂お花畑を中心に観光客や登山客等による踏み荒らしにより、重要種への影響が

懸念される。

・山頂お花畑においては、チシマザサやアカソ群落等の遷移が進み、人の手を入れな

いと他の貴重植物が生育できない状況にある。

・３合目から８合目の以前にお花畑であった場所が、遷移が進んでマユミ、コクサギ

等の低木林やススキが繁茂し、お花畑が減少している。

・外来植物（セイヨウタンポポ、オオバコ、ヒメジオン、ハルジオン、牧草類）が山

頂部一帯ならびに山頂遊歩道および登山道両脇など人の踏みつけがある場所に侵

入している。これにより、固有種であるイブキタンポポ、セイタカタンポポと外来

種との交雑が懸念される。

・シーズン中は観光客の密度が非常に高くなる。また、交通の便の良さからハイヒー

ルで入ることやペットの持ち込みによる糞害がある。

・採草が廃れてきたこと等により、地元住民と伊吹山との関係が希薄化している。

・お花畑以外でも、石灰岩の採掘やスキー場の建設、ドライブウェイの開設等に伴う

自然環境や景観への影響がある。

４．検討組織

伊吹山自然再生協議会を設置し、自然再生事業の方針・方法等を協議するほか、事

業対象地域以外の伊吹山の保全・活用方策についても協議する。

(1)構成員 環境省、文部科学省、県、米原市、ＮＰＯ、地権者・地域住民、関係企

業、学識経験者等

(2)開催回数 年 4回程度

(3)検討事項

①伊吹山全体にわたる以下の事項について検討し、伊吹山再生全体構想を策定。

・課題の抽出と実態調査、自然環境の保全・再生の目標設定

・自然環境の保全・再生の手法およびその事後評価の方法

・保護および利用のためのルール設定、利用施設のあり方

・受益者負担のあり方、伊吹山の価値の普及啓発、環境学習の推進

・市民参加の促進および保全活動団体の育成

②自然再生事業の具体的な事業実施計画について協議し、計画の進捗状況について

点検・評価する。



５．事業の流れ

６．事業スケジュール

20 21 22 23 24 備考

全山での動植物調査

再生全体構想および事業実施計画の策定

植生遷移対策のための除草・伐採作業

監視パトロール

案内看板、人の侵入防止柵等の整備

啓発事業の実施

保全活動団体の人材育成

受益者負担制度の検討

事業実施結果のモニタリング調査および評価

米原市および保全活動団体による自立的で持続可

能な活動へ移行

①現状の把握

→植生を中心とした動植物調査（過去の状況の文献調査および現状の実地調査）

※事業対象地のほか伊吹山全体を視野に入れた調査を行う。

②課題の抽出、目標設定、自然再生手法等の検討

→伊吹山自然再生協議会の開催

③伊吹山再生全体構想および事業実施計画の策定

④事業の実施

・重要植物・植生等の保全対策

→案内板や進入防止柵を設置し、植物を保護する区域と利用区域の明確な区

分、来訪者への注意喚起を行う。

・植生遷移対策（アカソ、ススキ、コクサギ、マユミ群落など）

→伐採（一度の伐採は小面積にとどめ、モニタリング調査を実施しながら慎

重に実施することとする。）

・外来植物侵入対策

→重要植物・植生等の保全対策において設定した、植物を保護する区域にお

いて、外来植物対策の効果について試験を行う。

・監視パトロール

→監視パトロールを行い、踏み荒らしや盗掘を防ぐ。

・保全活動団体の人材育成（除草伐採技術の研修等）

→保全活動および自然環境学習の推進

・お花畑の保全のための受益者負担制度の検討

・啓発事業

⑤事業の効果検証

・事業地における植生遷移のモニタリング調査


